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幼稚園カリキュラム・マネジメントを実現できる教育課程及び
年間指導計画を編成・作成するための研究者の協働手順の開発
横松　友義
　2018年度から，わが国の幼稚園には，三つの側面をもつ本格的なカリキュラム・マネジ
メントが導入されている。このカリキュラム・マネジメントを実現するためには，国の教育
課程基準の実現と特色のあるカリキュラム創りを可能にする，自園の保育の目標・ねらい・
内容の連関性を確保することが，不可欠になる。本稿では，本格的なカリキュラム・マネジ
メントを実現できる実効のある保育目標をすでに明確化している２私立幼稚園において，ア
クション・リサーチを実施して，このカリキュラム・マネジメントを実現できる教育課程及
び年間指導計画を編成・作成するための研究者の協働手順を開発している。
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Ⅰ．本アクション・リサーチの目的
　2018年度から，わが国の幼稚園には，三つの側
面をもつ本格的なカリキュラム・マネジメントが導
入されている。その三つの側面について，横松は，
わが国における教育課程経営あるいはカリキュラム
･マネジメントの研究動向の歴史を踏まえつつ，次
のように説明している。一つは，「国の教育課程基
準の実現と特色のあるカリキュラム創りを可能にす
る，自園の保育の目標・ねらい・内容の連関性を確
保するという側面」であり，今一つは，「教育課程
のＰＤＣＡサイクルを回すという側面」であり，さ
らに今一つは，「教育内容を決定した後，実際の保
育を創造していく際に，職員同士，あるいは，職員
と保護者や地域の人々等とが協働して，内外の物的
資源等を効果的に活用する側面」である1）。
　この本格的なカリキュラム・マネジメントを各幼
稚園現場において成立させるためには，彼が述べる
ように，「国の教育課程基準の実現と園の特色のあ
るカリキュラム創りを両立させようとする思考の仕
方と，自園の保育全体を保育方法の一つの理論体系
ととらえて実践し発展させるという思考の仕方」が
不可欠になる2）。しかし，わが国の幼稚園現場にお
いて，これらの思考の仕方が不足していることを示
す指摘が，若月や田中らによってなされてきている3）。
　そこで，横松は，各幼稚園現場が，「前述の二つ
の思考の仕方を効率的に習得し，本格的なカリキュ
ラム・マネジメントを成立させるための協働（研修
と支援）を研究者に外注するという視点」を導入し，
各幼稚園現場の実情に応じて，研究者が協働する手
順の全体構想を示している4）。
　各幼稚園において本格的なカリキュラム・マネジ
メントを成立させるための研究者の協働手順につい
ては，これまで追求されてこなかった。ただし，山
中らや横松により，各幼稚園において本格的なカリ
キュラム・マネジメントの成立を可能にする「実効
のある保育目標」の明確化手順が開発され5），横松
により，さらに，明確化された「実効のある保育目
標」を職員及び保護者対象に説明する手順が開発さ
れており6），それらは，研究者の協働手順としてと
らえることもできるものである。
　そこで，本稿では，横松の構想とこれまでの研究
成果を活かして，すでに実効のある保育目標を明確
化している私立幼稚園２園において，アクション・
リサーチを実施して，本格的なカリキュラム・マネ
ジメントを実現できる教育課程及び年間指導計画を
編成・作成するための研究者の協働手順を開発する
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ことを目的とする。
　なお，本アクション・リサーチを実施する２園は
３年保育の幼稚園であるが，アクション・リサーチ
開始時，１園は，幼稚園型認定こども園に認定され
ており，３歳未満児を対象にした保育所相当部分を
併設し，満３歳児の３歳児クラスへの途中入園も認
めている。また，もう１園も，満３歳児の途中入園
を認めており，その子どもたちのために１クラスを
設けている。それに対して，幼稚園の教育課程及び
年間指導計画と言えば，４月に入園・進級する子ど
もを対象に編成・作成されているものが一般的であ
るといえる。そこで，本アクション・リサーチでは，
４月に入園・進級する子どもを対象にした３年保育
の教育課程及び年間指導計画を園の教育計画の中核
部分と位置づけ，それ以外を中核部分に整合する形
で作成される部分と位置づけた上で，その中核部分
の幼稚園３年保育の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための研究者の協働手順を開発するこ
とにする。以下，本稿で教育課程，あるいは，年間
指導計画と言う場合，その中核部分の幼稚園３年保
育の教育課程及び年間指導計画を指すことにする。
Ⅱ．本アクション・リサーチの仮説と計画概要
　本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，「国の教育課程基準の実現と特色のあるカリ
キュラム創りを可能にする，自園の保育の目標・ね
らい・内容の連関性を確保する」必要がある。そこ
で，アクション・リサーチの実施園において，明確
化されている実効のある保育目標を前提に，園の職
員と執筆者との協働により，次の①～④の事項を遂
行する必要があると考えられる。
　① 　累積された短期指導計画と整合する年間指導
計画及び教育課程を作成・編成する。
　② 　①で成立した教育課程及び年間指導計画につ
いて，目標・ねらい・内容の連関性が明白にな
るように，それらの追加・削除・並べ替え等を
行う。
　③ 　幼稚園教育要領に示されているねらいを踏ま
えつつ，同要領に示されているそれぞれの内容
の指導を進めていくことにより，内容ごとに，園
の保育に関する累積資料を参考資料として，各
学年でどのような主体的な子どもの姿に育てるこ
とができるのかについての見通しを示す表を作
成する。その際には，表に示されている主体的
な子どもの姿全体により，修了時に，同要領に示
される「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
が実現していく見通しを示すことを目指す。
　④ 　②で成立した教育課程及び年間指導計画を，
③で作成した，目指す主体的な子どもの姿に関
する表に基づき，園長等と協議しながら，修正
していく。ただし，この表中の主体的な子ども
の姿は，到達目標ではない。環境を通しての教
育が実践可能な範囲で，この表中の主体的な子
どもの姿がより現れてくるように，成立した教
育課程及び年間指導計画を修正する。
　なお，①と②は，その園の教育課程及び年間指導
計画の現在の特色を保持したまま，保育の目標・ね
らい・内容の連関性を確保するための事項であり，
執筆者が考案したものである。③は，国の教育課程
基準を実現する見通しを得るための事項であり，④
は，保育の目標・ねらい・内容の連関性の確保され
たその園の教育課程及び年間指導計画について，国
の教育課程基準を実現する観点から検討し，そのこ
とを可能にするために修正する事項であり，横松が
構想した事項7）である。ただし，③は，横松の構想
の内の「幼児期に育成すべき資質・能力の三つの柱
の発達を意識しながら」という部分を除いた上で，
執筆者が記述し直したものである。この部分を除い
たのは，次の理由からである。本アクション・リサー
チを実施した期間は，2017年11月から2018年４月
までであり，この部分についての記述が見られる現
幼稚園教育要領が施行されるのは，2018年４月か
らである。したがって，この部分を求めるのは，時
期尚早と判断している。
　この四つの遂行事項を踏まえて，本アクション・
リサーチにおいては，前提として，次の仮説を設定
する。すなわち，カリキュラム・マネジメントを実
現できる教育課程及び年間指導計画を編成・作成す
るために必要なこの四つの事項を遂行することを目
指し，必要となる研究者の協働（研修・支援）を積
み重ねて，すべての事項を遂行することができれば，
求める教育課程及び年間指導計画を得ることができ
る。
　以上のことから，本アクション・リサーチの計画
概要は，次のとおりである。まず，執筆者が，職員
を対象に研修を実施し，四つの遂行事項とそのそれ
ぞれに必要な作業について説明する。その様子はビ
デオカメラレコーダーで記録しておく。その後に，
当面の役割分担について協議し決定する。その内容
はＩＣレコーダーに録音し文書化する。作業開始後，
執筆者の支援内容を記録しつつ，途中で，園の職員
側と執筆者側の双方の実施状況について確認する機
会を持つ。その際には，執筆者の当面の役割分担の
中に次の作業についての研修が含まれている場合，
研修も実施する。その様子はビデオカメラレコー
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ダーで記録しておく。その後に，役割分担について
再協議する。その内容はＩＣレコーダーに録音し文
書化する。このことをすべての必要な作業が遂行さ
れるまで繰り返すことを目指す。
　ただし，対象園の職員に加重負担になると考えら
れる作業が生じた場合，現場で継続可能な実用的な
協働手順を開発することが重要なので，無理がない
範囲で，今回の作業は終了する。ただし，残りの作
業を遂行するための準備となる研修は行い，四つの
作業を遂行できる見通しは得ておく。その上で，そ
の時点までの研究者の協働手順は，遂行事項のいく
つかは遂行し，残りも遂行の見通しを得ているので，
教育課程及び年間指導計画を編成・作成するための
手順の一つと位置づける。
　作業終了後，研修資料，研修記録，協議内容記録，
支援内容記録，作成物に基づいて，研究者の協働手
順を定式化する。
　ここで，アクション・リサーチの結果を解釈・検
討する観点について明確にしておく。アクション・
リサーチは，周知のとおり，一般化された法則を明
らかにすることよりもむしろ，現実の変革を目指し
ている。したがって，秋田8）が指摘しているように，
結果については，問題解消の「有効性」，コスト・
パフォーマンス等からの「実用性」，場を共有する
人や類似場面にいる人の「受容性」の観点から解釈
すると共に，その検討は，「同じデータを分析した
ときにどの程度同じ結論にいたるかという内的一貫
性としての信頼性」の観点から行うことが妥当であ
るといえる。その成果は，他者に受容・活用されて
いくことを通して，より適用範囲の広い，より一般
的なものへと発展していく。
　なお，本アクション・リサーチは，岡山大学大学
院教育学研究科研究倫理審査委員会の承認（平成
29年10月13日付け　課題番号12）を得た上で，実
施している。
Ⅲ ．アクション・リサーチを実施するＡ幼稚園の状
況説明とアクション・リサーチの実施過程
　１ ．アクション・リサーチを実施する前のＡ幼稚
園の状況説明
　ここでは，園が特定されない範囲で，園の状況を
説明する。Ａ幼稚園は，幼稚園型認定こども園であ
る。2017年度は，３歳児クラスが３クラス，４歳
児クラスと５歳児クラスが，それぞれ２クラスあり，
満３歳児の３歳児クラスへの途中入園を認めてお
り，３歳未満児を対象にした保育所相当部分も併設
している。実効のある保育目標をすでに明確化して
おり，2017年度の保育に関する計画は，年間指導
計画，月間指導計画，週案である。
　以前に，幼稚園教育要領に示されている５領域の
各ねらい及び各内容が，途中入園の満３歳児，３歳
児クラス，４歳児クラス，５歳児クラスでどのよう
に発展していくかについて考察し，表にした経験を
もっている。
　２．アクション・リサーチの実施過程
　１）Ａ幼稚園の教育計画に関する資料の収集
　2017年11月20日に，Ａ幼稚園の園長，副園長，
教諭11人，合計13人を対象に，本アクション・リサー
チの説明を行い，研究協力の承諾を得た。その後，
具体的な研修内容や支援内容を決定するための資料
として，また，Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計
画の編成・作成過程で執筆者が加筆修正する際の根
拠資料として，2015年度から2017年度までの週案
のコピーと2017年度の年間指導計画及び月間指導
計画のコピーの提供を依頼し，収集している。
　２）第１回研修の資料作成
　第１回研修の資料として，レジュメと教育課程書
式と年間指導計画書式と内容（指導する事項）ごと
の子どもの発達見通し表の書式を作成した。なお，
教育課程書式と年間指導計画書式を作成する際に
は，目標・ねらい・内容の連関性がより明白になる
ように，次の点に留意した。記述項目は，目標・ね
らい・内容の連関性に直接関わる必要最小限にする
ことに加えて，他期間の計画に記入されている項目
については，最大限削除する。内容（指導する事項）
ごとの子どもの発達見通し表の書式を作成する際に
は，次の点に留意した。記述項目は，入力作業の際
に意識する必要のある最小限の項目にする。このよ
うに記述項目を限定するのは，カリキュラム・マネ
ジメントを実現するためには，自園の保育全体を保
育方法の一つの理論体系ととらえる思考の仕方が不
可欠になり，不必要な項目や不必要な内容重複があ
ると，そうした思考の仕方が困難になるからである。
　３）第１回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年１月12日の15時30分頃から約100分，Ａ
幼稚園において，園長，副園長，教諭９人，合計11
人を対象に，資料を配付した上で，研修を実施した。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　ここでは，配付レジュメの項目ごとの概要につい
て説明する。
　「１．カリキュラム・マネジメントの定義」では，
本稿の「Ⅰ．本アクション・リサーチの目的」で述
べたカリキュラム・マネジメントの３側面について
説明している。
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ことを目的とする。
　なお，本アクション・リサーチを実施する２園は
３年保育の幼稚園であるが，アクション・リサーチ
開始時，１園は，幼稚園型認定こども園に認定され
ており，３歳未満児を対象にした保育所相当部分を
併設し，満３歳児の３歳児クラスへの途中入園も認
めている。また，もう１園も，満３歳児の途中入園
を認めており，その子どもたちのために１クラスを
設けている。それに対して，幼稚園の教育課程及び
年間指導計画と言えば，４月に入園・進級する子ど
もを対象に編成・作成されているものが一般的であ
るといえる。そこで，本アクション・リサーチでは，
４月に入園・進級する子どもを対象にした３年保育
の教育課程及び年間指導計画を園の教育計画の中核
部分と位置づけ，それ以外を中核部分に整合する形
で作成される部分と位置づけた上で，その中核部分
の幼稚園３年保育の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための研究者の協働手順を開発するこ
とにする。以下，本稿で教育課程，あるいは，年間
指導計画と言う場合，その中核部分の幼稚園３年保
育の教育課程及び年間指導計画を指すことにする。
Ⅱ．本アクション・リサーチの仮説と計画概要
　本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，「国の教育課程基準の実現と特色のあるカリ
キュラム創りを可能にする，自園の保育の目標・ね
らい・内容の連関性を確保する」必要がある。そこ
で，アクション・リサーチの実施園において，明確
化されている実効のある保育目標を前提に，園の職
員と執筆者との協働により，次の①～④の事項を遂
行する必要があると考えられる。
　① 　累積された短期指導計画と整合する年間指導
計画及び教育課程を作成・編成する。
　② 　①で成立した教育課程及び年間指導計画につ
いて，目標・ねらい・内容の連関性が明白にな
るように，それらの追加・削除・並べ替え等を
行う。
　③ 　幼稚園教育要領に示されているねらいを踏ま
えつつ，同要領に示されているそれぞれの内容
の指導を進めていくことにより，内容ごとに，園
の保育に関する累積資料を参考資料として，各
学年でどのような主体的な子どもの姿に育てるこ
とができるのかについての見通しを示す表を作
成する。その際には，表に示されている主体的
な子どもの姿全体により，修了時に，同要領に示
される「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
が実現していく見通しを示すことを目指す。
　④ 　②で成立した教育課程及び年間指導計画を，
③で作成した，目指す主体的な子どもの姿に関
する表に基づき，園長等と協議しながら，修正
していく。ただし，この表中の主体的な子ども
の姿は，到達目標ではない。環境を通しての教
育が実践可能な範囲で，この表中の主体的な子
どもの姿がより現れてくるように，成立した教
育課程及び年間指導計画を修正する。
　なお，①と②は，その園の教育課程及び年間指導
計画の現在の特色を保持したまま，保育の目標・ね
らい・内容の連関性を確保するための事項であり，
執筆者が考案したものである。③は，国の教育課程
基準を実現する見通しを得るための事項であり，④
は，保育の目標・ねらい・内容の連関性の確保され
たその園の教育課程及び年間指導計画について，国
の教育課程基準を実現する観点から検討し，そのこ
とを可能にするために修正する事項であり，横松が
構想した事項7）である。ただし，③は，横松の構想
の内の「幼児期に育成すべき資質・能力の三つの柱
の発達を意識しながら」という部分を除いた上で，
執筆者が記述し直したものである。この部分を除い
たのは，次の理由からである。本アクション・リサー
チを実施した期間は，2017年11月から2018年４月
までであり，この部分についての記述が見られる現
幼稚園教育要領が施行されるのは，2018年４月か
らである。したがって，この部分を求めるのは，時
期尚早と判断している。
　この四つの遂行事項を踏まえて，本アクション・
リサーチにおいては，前提として，次の仮説を設定
する。すなわち，カリキュラム・マネジメントを実
現できる教育課程及び年間指導計画を編成・作成す
るために必要なこの四つの事項を遂行することを目
指し，必要となる研究者の協働（研修・支援）を積
み重ねて，すべての事項を遂行することができれば，
求める教育課程及び年間指導計画を得ることができ
る。
　以上のことから，本アクション・リサーチの計画
概要は，次のとおりである。まず，執筆者が，職員
を対象に研修を実施し，四つの遂行事項とそのそれ
ぞれに必要な作業について説明する。その様子はビ
デオカメラレコーダーで記録しておく。その後に，
当面の役割分担について協議し決定する。その内容
はＩＣレコーダーに録音し文書化する。作業開始後，
執筆者の支援内容を記録しつつ，途中で，園の職員
側と執筆者側の双方の実施状況について確認する機
会を持つ。その際には，執筆者の当面の役割分担の
中に次の作業についての研修が含まれている場合，
研修も実施する。その様子はビデオカメラレコー
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　「２．カリキュラム・マネジメントの３側面をよ
り無理の少ない形で導入していく手順に関する構
想」では，横松の次の構想を引用している。第１段
階として，「カリキュラム・マネジメントが全く意
識されてこなかった園では，日頃の保育の記録とカ
ンファレンスの積み重ねにより，保育実践の質的向
上を実感することを繰り返すことで，カリキュラム・
マネジメントへの動機を育てていくことから始め
る。続けて，短期指導計画の評価・改善に関する記
録から長期指導計画そして教育課程を作り直し，そ
の上で，教育課程のＰＤＣＡサイクルを回すことに
つなげていく。9）」つまり，カリキュラム・マネジ
メントにおける，教育課程のＰＤＣＡサイクルを回
すという側面が導入されるということである。第２
段階として，「教育課程のＰＤＣＡサイクルを回す
ことが積み重ねられていく中で，子どもたちにどの
ような資質・能力を育てる必要があるのかという追
究が進んでいけば，カリキュラム・マネジメントの
他の側面である，国の教育課程基準の実現と特色の
あるカリキュラム創りを可能にする，保育の目標・
ねらい・内容の連関性確保が追求されていく。また，
園の目指す保育の目標やねらいや内容が明確にな
り，それらを組織として最大限に実現するためには
どうすればよいかという追究が進んでいけば，カリ
キュラム・マネジメントのもう１つの側面である，
園内外の保育にかかわる人々の協働性の創造・拡大
や園内外での教材開発が追求されていく。10）」つま
り，カリキュラム・マネジメントにおける他の二つ
の側面が導入されるということである。
　横松は，「こうした（幼稚園に関する…執筆者注）
構想を手がかりに，保育施設において，本格的なカ
リキュラム・マネジメントを成立・発展させていけ
ば，組織として実施する保育全体の方向性をより時
代に応じた確かなものにしていくことや，保育施設
内外での保育にかかわる人々の協働性の創造・拡大
や教材開発を通して，教育課程等に示されている教
育内容を最大限に豊かに実現していくことが，可能
になると考えられる。11）」と述べている。このよう
に，横松の構想の引用を通して，幼稚園カリキュラ
ム・マネジメントの可能性の大きさについて説明し
ているわけである。
　「３．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための遂行事項」では，Ａ幼稚園にお
いては，すでに，本格的なカリキュラム・マネジメ
ントの成立を可能にする，実効のある保育目標を明
確化しているので，「国の教育課程基準の実現と特
色のあるカリキュラム創りを可能にする，保育の目
標・ねらい・内容の連関性確保」から始めていくと
説明している。その実現のために遂行する事項とし
て，本稿の「Ⅱ．本アクション・リサーチの仮説と
計画概要」で述べた①から④を示している。なお，
配付資料では，Ａ幼稚園の部分には正式名称をあげ
ている。以下同様である。
　「４．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための作業」では，その①から④の具
体的な作業を示している。特に，①の「累積された
短期指導計画と整合する年間指導計画及び教育課程
を作成・編成する」作業については，同園の保育の
計画内容に基づいて，同園の職員が取り組むことが
望ましいと考えられたので，詳しく説明している。
　まず，「①の年間指導計画を作成する作業」として，
執筆者の考案した書式ファイル「平成30年度　Ａ
幼稚園　○歳児年間指導計画」12）への入力手順を
示している。表１は，この書式ファイルの現時点で
の物である。表題は，「○○年度　○○幼稚園　○
歳児クラスの年間指導計画」に修正している。なお，
本研修時には，年間指導目標の欄の上に「発達の姿」
の欄が，下に「期」の欄そして「期のねらい」の欄
を設けていたが，削除することにした。その理由は
後述する。具体的な作業としては，表１の「年間指
導目標」の欄には，Ａ園の平成29年度○歳児年間
指導計画におけるその年度の「ねらい（重点目標）」
を入力する。「月のねらい」の欄には，同年間指導
計画の月ごとのねらいと月間指導計画の月のねらい
をそのまま入力する。それと共に，平成29年度の
月ごとの週案のねらい全体からその月の各領域のね
らいを予想し入力する。この部分は，根拠資料とな
るのでゴシック体にする。
　続いて，「①の教育課程を編成する作業」と「②
の作業」と「③の作業」と「④の作業」として，書
式を示して説明すると共に，「①の年間指導計画を
作成する作業」の成果物や，週案を初めとする具体
的保育実践内容を示す資料（年間指導計画や月間指
導計画の中で具体的保育実践内容を示している部分
も含む）を基礎あるいは参考にして，作業を進める
と述べている。
　４ ）第１回研修後の協議により決定された役割分
担について
　最初に，Ａ幼稚園側が，２月中旬までに，少なく
とも「①の年間指導計画を作成する作業」を，可能
なら「①の教育課程を編成する作業」も行い，その
成果物を執筆者に送付することにした。そして，そ
の内容を踏まえて，執筆者が，その後の作業につい
て判断することにした。なお，実際には，執筆者側が，
「①の年間指導計画を作成する作業」以外の可能な
資料作成と次回の作業のための研修を行っている。
幼稚園カリキュラム・マネジメントを実現できる教育課程及び年間指導計画を編成・作成するための研究者の協働手順の開発
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　５）第２回研修の資料作成
　第２回研修の資料として，レジュメを作成すると
共に，執筆者が作成，あるいは，手を加えて成立し
た教育課程，年間指導計画，内容（指導する事項）
ごとの子どもの発達見通し表と見通し表を修正する
際の参考資料を用意した。
　６）第２回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年３月22日の14時10分頃から約70分，Ａ
幼稚園において，副園長，教諭10人，合計11人を
対象に資料を配付して，研修を実施した。園長には，
終了後，副園長から報告を行っている。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　ここでは，配付レジュメの項目ごとの概要につい
て説明する。
　「１．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための遂行事項」では，本稿の「Ⅱ．
本アクション・リサーチの仮説と計画概要」で述べ
た①～④の遂行事項を再確認している。
　「２．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するために既に実施した作業」では，Ａ幼
稚園側と執筆者側に分けて，既に実施した作業につ
いて説明している。
　Ａ幼稚園側の実施作業については，「①の年間指
導計画を作成する」として，第１回研修で説明した
具体的作業を実施したことを確認している。なお，
平成29年度の月ごとの週のねらい全体からその月
の５領域のねらいを予想し入力する作業において，
実践していない部分については，それ以前の年度の
週案に基づいて，入力していることも述べている。
　執筆者側の実施作業については，次のように説明
している。
　まず，「①の教育課程を編成する」として，Ａ園
の平成29年度年間指導計画におけるその年度の「ね
らい（重点目標）」を，執筆者の書式ファイル「平成
30年度　Ａ幼稚園　教育課程」の対応する「○歳児
クラスの指導目標」の欄に入力した。表２13）は，そ
の書式ファイルの現時点での物である。この作業の
段階では，表２には，Ａ幼稚園の実効のある保育目
標とそれらの成立後に追加が予想される保育目標の
案を入力していた。また，「３歳児クラスの指導目標」
欄の左側に，関連項目の欄として，満３歳児で途中
表１　○○年度　○○幼稚園　○歳児クラスの年間指導計画表１ ○○年度 ○幼稚 ○歳児クラスの年間指導計画
年間指導目標
月 ４月 ５月 ６月 ７月 １月 ２月 ３月
健康
月 人間関係
の
ね
環境
ら
い
言葉
表現
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　「２．カリキュラム・マネジメントの３側面をよ
り無理の少ない形で導入していく手順に関する構
想」では，横松の次の構想を引用している。第１段
階として，「カリキュラム・マネジメントが全く意
識されてこなかった園では，日頃の保育の記録とカ
ンファレンスの積み重ねにより，保育実践の質的向
上を実感することを繰り返すことで，カリキュラム・
マネジメントへの動機を育てていくことから始め
る。続けて，短期指導計画の評価・改善に関する記
録から長期指導計画そして教育課程を作り直し，そ
の上で，教育課程のＰＤＣＡサイクルを回すことに
つなげていく。9）」つまり，カリキュラム・マネジ
メントにおける，教育課程のＰＤＣＡサイクルを回
すという側面が導入されるということである。第２
段階として，「教育課程のＰＤＣＡサイクルを回す
ことが積み重ねられていく中で，子どもたちにどの
ような資質・能力を育てる必要があるのかという追
究が進んでいけば，カリキュラム・マネジメントの
他の側面である，国の教育課程基準の実現と特色の
あるカリキュラム創りを可能にする，保育の目標・
ねらい・内容の連関性確保が追求されていく。また，
園の目指す保育の目標やねらいや内容が明確にな
り，それらを組織として最大限に実現するためには
どうすればよいかという追究が進んでいけば，カリ
キュラム・マネジメントのもう１つの側面である，
園内外の保育にかかわる人々の協働性の創造・拡大
や園内外での教材開発が追求されていく。10）」つま
り，カリキュラム・マネジメントにおける他の二つ
の側面が導入されるということである。
　横松は，「こうした（幼稚園に関する…執筆者注）
構想を手がかりに，保育施設において，本格的なカ
リキュラム・マネジメントを成立・発展させていけ
ば，組織として実施する保育全体の方向性をより時
代に応じた確かなものにしていくことや，保育施設
内外での保育にかかわる人々の協働性の創造・拡大
や教材開発を通して，教育課程等に示されている教
育内容を最大限に豊かに実現していくことが，可能
になると考えられる。11）」と述べている。このよう
に，横松の構想の引用を通して，幼稚園カリキュラ
ム・マネジメントの可能性の大きさについて説明し
ているわけである。
　「３．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための遂行事項」では，Ａ幼稚園にお
いては，すでに，本格的なカリキュラム・マネジメ
ントの成立を可能にする，実効のある保育目標を明
確化しているので，「国の教育課程基準の実現と特
色のあるカリキュラム創りを可能にする，保育の目
標・ねらい・内容の連関性確保」から始めていくと
説明している。その実現のために遂行する事項とし
て，本稿の「Ⅱ．本アクション・リサーチの仮説と
計画概要」で述べた①から④を示している。なお，
配付資料では，Ａ幼稚園の部分には正式名称をあげ
ている。以下同様である。
　「４．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための作業」では，その①から④の具
体的な作業を示している。特に，①の「累積された
短期指導計画と整合する年間指導計画及び教育課程
を作成・編成する」作業については，同園の保育の
計画内容に基づいて，同園の職員が取り組むことが
望ましいと考えられたので，詳しく説明している。
　まず，「①の年間指導計画を作成する作業」として，
執筆者の考案した書式ファイル「平成30年度　Ａ
幼稚園　○歳児年間指導計画」12）への入力手順を
示している。表１は，この書式ファイルの現時点で
の物である。表題は，「○○年度　○○幼稚園　○
歳児クラスの年間指導計画」に修正している。なお，
本研修時には，年間指導目標の欄の上に「発達の姿」
の欄が，下に「期」の欄そして「期のねらい」の欄
を設けていたが，削除することにした。その理由は
後述する。具体的な作業としては，表１の「年間指
導目標」の欄には，Ａ園の平成29年度○歳児年間
指導計画におけるその年度の「ねらい（重点目標）」
を入力する。「月のねらい」の欄には，同年間指導
計画の月ごとのねらいと月間指導計画の月のねらい
をそのまま入力する。それと共に，平成29年度の
月ごとの週案のねらい全体からその月の各領域のね
らいを予想し入力する。この部分は，根拠資料とな
るのでゴシック体にする。
　続いて，「①の教育課程を編成する作業」と「②
の作業」と「③の作業」と「④の作業」として，書
式を示して説明すると共に，「①の年間指導計画を
作成する作業」の成果物や，週案を初めとする具体
的保育実践内容を示す資料（年間指導計画や月間指
導計画の中で具体的保育実践内容を示している部分
も含む）を基礎あるいは参考にして，作業を進める
と述べている。
　４ ）第１回研修後の協議により決定された役割分
担について
　最初に，Ａ幼稚園側が，２月中旬までに，少なく
とも「①の年間指導計画を作成する作業」を，可能
なら「①の教育課程を編成する作業」も行い，その
成果物を執筆者に送付することにした。そして，そ
の内容を踏まえて，執筆者が，その後の作業につい
て判断することにした。なお，実際には，執筆者側が，
「①の年間指導計画を作成する作業」以外の可能な
資料作成と次回の作業のための研修を行っている。
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入園する子どもたちに関する欄も設けていた。
　次に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・内
容の連関性を確保する（その１）」として，幼稚園
教育要領に示されている５領域の内容（指導する事
項）とその順序に整合するように，Ａ幼稚園が作成
した年間指導計画の「月のねらい」を並び替える（な
お，この作業には，１文で複数の子どもの姿を表し
ている場合，分けることも含まれている）。その際，
基本方針として，週案を根拠資料としているので，
週案に基づいて入力されている「月のねらい」を残
す方向性で，重複していると考える部分や矛盾して
いると考えられる部分を削除した。それと共に，「発
達の姿」の欄と「期」の欄と「期のねらい」の欄を
次の理由により削除した。幼稚園教育要領に示され
ている５領域の内容の順に最大限整合するように月
のねらいを並べると共に，各内容に対応する月のね
らいを時系列に横に並べると，子どもの発達の姿が
みえてくると考えられた。したがって，重複を避け
るために，「発達の姿」の欄を削除した。また，月
のねらいと年間指導目標の連関性を明白にしようと
した場合，月のねらいのそれぞれを同様に重視する
必要があり，そうすると，どこを発達の節目とする
かについて判断することは困難であると考えられた
ので，「期」の欄と「期のねらい」の欄を削除した。
　さらに，「②の教育課程内の『保育目標』と『○
歳児クラスの指導目標』の連関性を確保する」とし
て，成立している年間指導計画に基づいて，執筆者
が作成した「平成30年度　Ａ幼稚園　教育課程」
の保育目標の修正・決定と各保育目標ごとに対応す
る「○歳児クラスの指導目標」の追加・修正を行っ
た。その際，各保育目標は，５領域の内容（指導す
る事項）とその記述された順序に最大限整合するよ
うに並べると共に，「保育方針」として，2018年度
施行の幼稚園教育要領において，保育実践上重視さ
れていると考えられることを入力した。これにより，
教育課程編成を終了した。
　最後に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・
内容の連関性を確保する（その２）」として，成立
している年間指導計画内の年間指導目標欄の記述内
容を削除し，編成した「平成30年度　Ａ幼稚園　
教育課程」の「○歳児クラスの指導目標」全体を対
応するクラスの年間指導目標欄に入力した。
　「３．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための残りの作業」では，その概要を
説明している。
　まず，現在成立している年間指導計画において，
「月のねらい」の連関性をさらに確保する。言い換
えれば，「月のねらい」を子どもの発達の流れとし
て見た上で，見落としを追加したり，妥当でないと
考えられる部分を修正したりする。その際，年間指
導計画の月のねらいと整合するように，教育課程及
び年間指導計画の保育目標及び年間指導目標に修正
を加えた方がよいと判断した場合，修正する。
　それと共に，成立している年間指導計画や累積さ
れた週案を参考にしながら，「Ａ幼稚園　各クラス
で目指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」に
必要な修正を加える。表３は，執筆者の考案した書
式ファイル「○○幼稚園　各クラスで目指してほし
い諸ねらい　領域①【健康】」の現時点の物である。
他領域も同様の書式である。記述欄の内の「10の
姿の内，主に考慮する姿」の欄は，第２回研修から
新たに設けたものであり，第２回研修時には，「園
の３歳児クラスのねらい」の欄の左側に，関連項目
として，満３歳児で途中入園する子どもたちに関す
る欄も設けていた。配付資料は，Ａ幼稚園でかつて
作成したカリキュラム編成表の記述内容を参考にし
表２　○○年度　○○幼稚園　教育課程
表２ ○○年度 ○○幼稚園 教育課程
保育目標 ３歳児クラスの指導目標 ４歳児クラスの指導目標 ５歳児クラスの指導目標
【保育方針】
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て，執筆者が試みとして，園の３歳児クラスと４歳
児クラスと５歳児クラスの欄に，目指す子どもの主
体的な姿をねらいとして入力したものである。この
参考にすることについては，園側より了承を得てい
る。この研修では，参考資料として，執筆者の考案
した書式ファイルを特定市内の保育所及び認定こど
も園用に作り直したものに，同市内の保育所及び認
定こども園の施設長が協力して入力したもののコ
ピーも配付している。このコピーを執筆者の研究に
活用することについては，同市の管轄部署の担当者
から了承を得ている。
　さらに，そうして成立したねらい（目指す主体的
な子どもの姿）に関する表に基づいて，教育課程及
び年間指導計画に，実践可能な範囲で修正を加える。
　「４．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための残りの作業を遂行する上で必要
な研修」では，残り作業を遂行するための研修内容
を次のように示している。
　まず，「各領域の内容（指導する事項）全体を把握
しておく」ことが必要であると述べている。領域ご
とに，諸内容及びその並び方に沿って，内容全体を
把握しておく必要がある。例えば，健康領域の場合，
内容全体は，伸び伸びと安定感をもって生活するこ
とに関する内容，体を動かし楽しむことに関する内
容，食育に関する内容，生活リズムや生活習慣や生
活を見通すことに関する内容，健康や安全に関する
内容ととらえることができる。他の領域についても，
同様にして，内容全体を把握しておく必要がある。
　次に，「ねらいについて理解を深める」ことが必
要であると述べている。ねらいとは，内容（指導す
る事項）を通して，新たに生じてくる子どもの主体
的な姿ととらえることができる。内容（指導する事
項）ごとに，各年齢クラスのねらいを明確化すれば，
それらは，子どもの発達の見通しを示すものとなる。
加えて，５歳児クラスのねらい全体で，「幼児期の
終わりまでに育ってほしい姿」に子どもたちが近づ
いていくことが望まれる。
　さらに，「残された作業の進め方」として，「３．
Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編成・作成
するための残りの作業」で示した三つの作業につい
て，現時点で遂行できる可能性のある具体的な進め
方を考案し示している。ただし，本研修の段階では，
この具体的進め方の実用性については，検討してい
ない。すなわち，日常の業務に支障が生じないかと
表３　○○幼稚園　各クラスで目指してほしい諸ねらい　領域①【健康】
表３ ○○幼稚園 各クラスで目指してほしい諸ねらい 領域①【健康】
園の保育目標 幼稚園教育要領に示されているねらい
(1) 明るく伸び伸びと行動し，充実感を味わう。
(2) 自分の体を十分に動かし，進んで運動しようとする。
(3) 健康，安全な生活に必要な習慣や態度を身に付け，見
通しをもって行動する。
幼稚園教育要領に示されている内容 園の3歳児クラスのねらい 園の５歳児クラスのねらい 10の姿の内，
（指導する事項） 主に考慮する姿
（1）先生や友達と触れ合い，安定感をもって
行動する。
（2）いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。
（3）進んで戸外で遊ぶ。
（4）様々 な活動に親しみ，楽しんで取り組む。
（5）先生や友達と食べることを楽しみ，食べ
物への興味や関心をもつ。
（6）健康な生活のリズムを身に付ける。
（7）身の回りを清潔にし，衣服の着脱，食事，
排泄などの生活に必要な活動を自分でする。
（8）幼稚園における生活の仕方を知り，自分
たちで生活の場を整えながら見通しをもっ
て行動する。
（9）自分の健康に関心をもち，病気の予防な
どに必要な活動を進んで行う。
（10）危険な場所，危険な遊び方，災害時な
どの行動の仕方が分かり，安全に気を付け
て行動する。
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入園する子どもたちに関する欄も設けていた。
　次に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・内
容の連関性を確保する（その１）」として，幼稚園
教育要領に示されている５領域の内容（指導する事
項）とその順序に整合するように，Ａ幼稚園が作成
した年間指導計画の「月のねらい」を並び替える（な
お，この作業には，１文で複数の子どもの姿を表し
ている場合，分けることも含まれている）。その際，
基本方針として，週案を根拠資料としているので，
週案に基づいて入力されている「月のねらい」を残
す方向性で，重複していると考える部分や矛盾して
いると考えられる部分を削除した。それと共に，「発
達の姿」の欄と「期」の欄と「期のねらい」の欄を
次の理由により削除した。幼稚園教育要領に示され
ている５領域の内容の順に最大限整合するように月
のねらいを並べると共に，各内容に対応する月のね
らいを時系列に横に並べると，子どもの発達の姿が
みえてくると考えられた。したがって，重複を避け
るために，「発達の姿」の欄を削除した。また，月
のねらいと年間指導目標の連関性を明白にしようと
した場合，月のねらいのそれぞれを同様に重視する
必要があり，そうすると，どこを発達の節目とする
かについて判断することは困難であると考えられた
ので，「期」の欄と「期のねらい」の欄を削除した。
　さらに，「②の教育課程内の『保育目標』と『○
歳児クラスの指導目標』の連関性を確保する」とし
て，成立している年間指導計画に基づいて，執筆者
が作成した「平成30年度　Ａ幼稚園　教育課程」
の保育目標の修正・決定と各保育目標ごとに対応す
る「○歳児クラスの指導目標」の追加・修正を行っ
た。その際，各保育目標は，５領域の内容（指導す
る事項）とその記述された順序に最大限整合するよ
うに並べると共に，「保育方針」として，2018年度
施行の幼稚園教育要領において，保育実践上重視さ
れていると考えられることを入力した。これにより，
教育課程編成を終了した。
　最後に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・
内容の連関性を確保する（その２）」として，成立
している年間指導計画内の年間指導目標欄の記述内
容を削除し，編成した「平成30年度　Ａ幼稚園　
教育課程」の「○歳児クラスの指導目標」全体を対
応するクラスの年間指導目標欄に入力した。
　「３．Ａ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための残りの作業」では，その概要を
説明している。
　まず，現在成立している年間指導計画において，
「月のねらい」の連関性をさらに確保する。言い換
えれば，「月のねらい」を子どもの発達の流れとし
て見た上で，見落としを追加したり，妥当でないと
考えられる部分を修正したりする。その際，年間指
導計画の月のねらいと整合するように，教育課程及
び年間指導計画の保育目標及び年間指導目標に修正
を加えた方がよいと判断した場合，修正する。
　それと共に，成立している年間指導計画や累積さ
れた週案を参考にしながら，「Ａ幼稚園　各クラス
で目指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」に
必要な修正を加える。表３は，執筆者の考案した書
式ファイル「○○幼稚園　各クラスで目指してほし
い諸ねらい　領域①【健康】」の現時点の物である。
他領域も同様の書式である。記述欄の内の「10の
姿の内，主に考慮する姿」の欄は，第２回研修から
新たに設けたものであり，第２回研修時には，「園
の３歳児クラスのねらい」の欄の左側に，関連項目
として，満３歳児で途中入園する子どもたちに関す
る欄も設けていた。配付資料は，Ａ幼稚園でかつて
作成したカリキュラム編成表の記述内容を参考にし
表２　○○年度　○○幼稚園　教育課程
表２ ○○年度 ○○幼稚園 教育課程
保育目標 ３歳児クラスの指導目標 ４歳児クラスの指導目標 ５歳児クラスの指導目標
【保育方針】
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か，作成物が園の保育実践から遊離したものになら
ないかとかの観点から吟味していない。それらは，
研修後に行っている。
　㋐ 　現時点で成立している年間指導計画におい
て，月のねらいの連関性を確保するために，次
のように作業を進める。まず，各領域に含まれ
る内容ごとに，対応する各年齢クラスのねらい
を見いだす。続いて，それらの発達過程がより
分かりやすくなるように，累積された週案を参
考にしながら修正する。なお，その際に，教育
課程及び年間指導計画の保育目標及び年間指導
目標に修正を加えた方がよいと判断した場合，
修正する。
　㋑ 　成立している年間指導計画や累積された週案
を参考にしながら，「Ａ幼稚園　各クラスで目
指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」に
必要な修正を加えるために，次のように作業を
進める。まず，各領域の内容ごとに，指導を通
して現れてくる子どもの主体的な姿を，成立し
ている年間指導計画に基づいて，できる限り見
通して入力していく。続いて，不明な部分を，
週案に基づいて，できる限り見通して入力して
いく。それでも不明な場合は，子どもの発達に
関する資料を参考にして，入力してみる。
　㋒ 　㋑で成立した，目指す主体的な子どもの姿に
関する表に基づいて，㋐で成立した教育課程及
び年間指導計画に，必要な修正を加える。その
際，環境を通しての教育が実践可能な範囲で，
この表中の主体的な子どもの姿がより現れてく
るように，成立している教育課程及び年間指導
計画を修正する。
　７ ）第２回研修後の協議により決定された役割分担
　残りの作業は，Ａ幼稚園が行わないと遂行されな
いと考えられるので，Ａ幼稚園が行うことにした。
ただし，加重負担になると考えられる場合，その時
点で作業を終了することにした。その上で，成果物
を執筆者に送付することにした。
　８）最終的な成果
　㋐の作業は，遂行した。㋑と㋒の作業は実施され
なかったが，㋐の成果物に，執筆者の作成した「Ａ
幼稚園　各クラスで目指してほしい諸ねらい　領域
◯数【領域名】」と共に，前述した，執筆者の考案し
た書式ファイルを特定市内の保育所及び認定こども
園用に作り直したものに，同市内の保育所及び認定
こども園の施設長が協力して入力したもののコピー
も参考にして，園の不足している保育内容を追加し
ている。
　㋑の作業を実施しなかった理由は，次のとおりで
ある。この作業を遂行するためには，園の累積資料
に，幼稚園教育要領に示されている内容すべてにか
かわるものが含まれていることが不可欠であると考
えられる。なぜなら，それらの資料がなければ，内
容ごとに，その園で現れてくる子どもの主体的な姿
を予想することはできないからである。Ａ幼稚園の
現状では，それらの資料が収集できていない。した
がって，㋑の作業を実施するとすれば，園の保育実
践から遊離したものを無理をして作成することにな
るので，その作業は実用的ではないと判断した。４
月17日に，その点を園に説明し，作業を終了する
ことで合意した。㋑が終了していない以上，㋒は実
施できなかった。
　３．研究者の協働手順の整理
　本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，本稿の「Ⅱ．
本アクション・リサーチの仮説と計画概要」で述べ
た①～④の事項を遂行する必要があると考えられ
る。この四つの事項を遂行するために，Ａ幼稚園で
のアクション・リサーチにおいて実施した研究者の
協働手順を整理すると，次のようになるといえる。
　最初に，具体的な研修内容や支援内容を決定する
ための資料として，また，Ａ幼稚園の教育課程及び
年間指導計画の編成・作成過程で執筆者が加筆修正
する際の根拠資料として，2015年度から2017年度ま
での週案のコピーと2017年度の年間指導計画及び月
間指導計画のコピーの提供を依頼し，収集している。
　続いて，それらの資料を踏まえつつ，研修内容に
関するレジュメと教育課程書式と年間指導計画書式
と内容（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し
表の書式を用意する。レジュメには，カリキュラム・
マネジメントそのこととその可能性の大きさについ
て言及した上で，教育課程及び年間指導計画を編成・
作成するための四つの遂行事項と必要とされる作業
について記述する。教育課程書式と年間指導計画書
式を作成する際には，目標・ねらい・内容の連関性
がより明白になるように，記述項目はそのことに直
接関係する必要最小限にすることに加えて，他期間
の計画に記入されている項目については，最大限削
除する。その結果，月の内容は，月間指導計画に明
示されているので，表１のように，年間指導計画に
おいては，そのことを記述する欄は設けないことに
する。それと共に，期のねらいを示す欄も，５領域
を同様に重視した場合，設定が困難なので，表１の
ように削除する。内容（指導する事項）ごとの子ど
幼稚園カリキュラム・マネジメントを実現できる教育課程及び年間指導計画を編成・作成するための研究者の協働手順の開発
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もの発達見通しを示す表の書式を作成する際には，
入力作業の際に意識する必要のある最小限の項目の
み設けることにする。表１と表２と表３は，それぞ
れ現時点で妥当と考えられる書式である。
　第１回の研修で，レジュメに沿って必要とされる
作業を説明した後，Ａ幼稚園が，執筆者の考案した
年間指導計画書式の年間指導目標及び月のねらいの
欄に，自園の教育に関する諸計画に記述している同
内容を入力すると共に，月ごとの週のねらい全体か
ら予想される５領域の月のねらいも考察し入力す
る。この週のねらいに基づいて入力される月のねら
いの部分が，根拠資料となる。Ａ幼稚園の作成した
年間指導計画を基礎にして，研究者は，Ａ幼稚園以
外で遂行できると考えられる作業を遂行する。教育
課程及び年間指導計画を編成・作成する際には，保
育目標と年間指導目標と月のねらいを幼稚園教育要
領に示されている内容（指導する事項）の順に最大
限整合するようにすることと，一文に複数の内容が
含まれている場合には分けることと，根拠資料の部
分に整合するように他の部分を削除したり修正した
りすることと，月のねらいについては発達の流れが
より分かりやすくなるようにすることと，月のねら
い全体と実効のある保育目標の両方に整合するよう
年間指導目標を定めることが，肝要になる。また，
内容（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し表
を作成する際には，Ａ幼稚園のこれまので作成物に
基づいて叩き台となるものを作成すると共に，関連
資料を用意することが，肝要になる。
　第２回の研修では，教育課程及び年間指導計画を
編成・作成するための四つの遂行事項とこれまでの
成果物を確認し，残り作業について述べた上で，そ
れらを遂行するための研修内容を示す。その研修内
容には，次のことを含む。まず，職員は，各領域の
内容（指導する事項）全体を把握する必要があり，
その仕方があること。次に，ねらいとは，内容（指
導する事項）を通して，新たに生じてくる子どもの
主体的な姿ととらえることができ，内容（指導する
事項）ごとに，各年齢クラスのねらいを明確化すれ
ば，それらは，子どもの発達の見通しを示すものと
なり，さらには，５歳児クラスのねらい全体で，「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿」に子どもたち
が近づいていくことが望まれること。さらに，残り
作業の具体的進め方。その残り作業とは，一つは，「月
のねらい」を中心に，教育課程及び年間指導計画の
目標・ねらいの連関性をさらに確保することであり，
今一つは，「Ａ幼稚園　各クラスで目指してほしい
諸ねらい　領域◯数【領域名】」に必要な修正を加え
ることであり，さらに，今一つは，修正された「Ａ
幼稚園　各クラスで目指してほしい諸ねらい　領域
◯数【領域名】」に基づいて，できあがっている教育
課程及び年間指導計画を実践可能な範囲で修正する
ことである。その上で，Ａ幼稚園に実際の作業を依
頼する。その結果，目標・ねらいの連関性の確保さ
れたＡ幼稚園独自の教育課程及び年間指導計画が成
立することに加えて，執筆者の試作した，内容（指
導する事項）ごとの子どもの発達見通し表の案と，
執筆者が収集して新たに配付した同種の参考資料を
踏まえて，園の不足している保育内容も追加するこ
とができる。
　以上の成果から，その後，園の不足している保育
内容に関する資料が収集できた段階で，内容（指導
する事項）ごとの子どもの発達見通し表が作成可能
になり，その表に基づいて，目標・ねらいの連関性
の確保されたＡ幼稚園独自の教育課程及び年間指導
計画を実践可能な範囲で修正することが可能にな
る。つまり，残りの作業をすべて遂行できる見通し
をもつことができたということである。
Ⅳ ．アクション・リサーチを実施するＢ幼稚園の状
況説明とアクション・リサーチの実施過程
　１ ．アクション・リサーチを実施する前のＢ幼稚
園の状況説明
　ここでは，園が特定されない範囲で，園の状況を
説明する。2017年度は，Ｂ幼稚園には，３歳児クラス，
４歳児クラス，５歳児クラスそれぞれがあり，満３
歳児が年度途中で入園すると，別クラスを設けてい
る。すでに，実効のある保育目標を明確化しており，
2017年度の保育に関する計画は，教育課程，年間指
導計画，期間指導計画，月間指導計画，週案である。
　２．アクション・リサーチの実施過程
　１）Ｂ幼稚園の教育計画に関する資料の収集
　2017年11月27日に，Ｂ幼稚園の園長，副園長，
教諭３人，合計５人を対象に，本アクション・リサー
チの説明を行い，研究協力の承諾を得た。その後，
具体的な研修内容や支援内容を決定するための資料
として，また，教育課程及び年間指導計画の編成・
作成過程で執筆者が加筆修正を加える際の根拠資料
として，2015年度から2017年度までの週案のコピー
と2017年度の教育課程と長期指導計画の提供を依
頼し，収集している。なお，満３歳児クラスの週案，
教育課程，年間指導計画，期間指導計画も参考資料
として収集している。
　２）第１回研修の資料作成
　第１回研修の資料として，Ａ幼稚園の時と同様の
考え方により，レジュメと教育課程書式と年間指導
横松　友義
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か，作成物が園の保育実践から遊離したものになら
ないかとかの観点から吟味していない。それらは，
研修後に行っている。
　㋐ 　現時点で成立している年間指導計画におい
て，月のねらいの連関性を確保するために，次
のように作業を進める。まず，各領域に含まれ
る内容ごとに，対応する各年齢クラスのねらい
を見いだす。続いて，それらの発達過程がより
分かりやすくなるように，累積された週案を参
考にしながら修正する。なお，その際に，教育
課程及び年間指導計画の保育目標及び年間指導
目標に修正を加えた方がよいと判断した場合，
修正する。
　㋑ 　成立している年間指導計画や累積された週案
を参考にしながら，「Ａ幼稚園　各クラスで目
指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」に
必要な修正を加えるために，次のように作業を
進める。まず，各領域の内容ごとに，指導を通
して現れてくる子どもの主体的な姿を，成立し
ている年間指導計画に基づいて，できる限り見
通して入力していく。続いて，不明な部分を，
週案に基づいて，できる限り見通して入力して
いく。それでも不明な場合は，子どもの発達に
関する資料を参考にして，入力してみる。
　㋒ 　㋑で成立した，目指す主体的な子どもの姿に
関する表に基づいて，㋐で成立した教育課程及
び年間指導計画に，必要な修正を加える。その
際，環境を通しての教育が実践可能な範囲で，
この表中の主体的な子どもの姿がより現れてく
るように，成立している教育課程及び年間指導
計画を修正する。
　７ ）第２回研修後の協議により決定された役割分担
　残りの作業は，Ａ幼稚園が行わないと遂行されな
いと考えられるので，Ａ幼稚園が行うことにした。
ただし，加重負担になると考えられる場合，その時
点で作業を終了することにした。その上で，成果物
を執筆者に送付することにした。
　８）最終的な成果
　㋐の作業は，遂行した。㋑と㋒の作業は実施され
なかったが，㋐の成果物に，執筆者の作成した「Ａ
幼稚園　各クラスで目指してほしい諸ねらい　領域
◯数【領域名】」と共に，前述した，執筆者の考案し
た書式ファイルを特定市内の保育所及び認定こども
園用に作り直したものに，同市内の保育所及び認定
こども園の施設長が協力して入力したもののコピー
も参考にして，園の不足している保育内容を追加し
ている。
　㋑の作業を実施しなかった理由は，次のとおりで
ある。この作業を遂行するためには，園の累積資料
に，幼稚園教育要領に示されている内容すべてにか
かわるものが含まれていることが不可欠であると考
えられる。なぜなら，それらの資料がなければ，内
容ごとに，その園で現れてくる子どもの主体的な姿
を予想することはできないからである。Ａ幼稚園の
現状では，それらの資料が収集できていない。した
がって，㋑の作業を実施するとすれば，園の保育実
践から遊離したものを無理をして作成することにな
るので，その作業は実用的ではないと判断した。４
月17日に，その点を園に説明し，作業を終了する
ことで合意した。㋑が終了していない以上，㋒は実
施できなかった。
　３．研究者の協働手順の整理
　本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，本稿の「Ⅱ．
本アクション・リサーチの仮説と計画概要」で述べ
た①～④の事項を遂行する必要があると考えられ
る。この四つの事項を遂行するために，Ａ幼稚園で
のアクション・リサーチにおいて実施した研究者の
協働手順を整理すると，次のようになるといえる。
　最初に，具体的な研修内容や支援内容を決定する
ための資料として，また，Ａ幼稚園の教育課程及び
年間指導計画の編成・作成過程で執筆者が加筆修正
する際の根拠資料として，2015年度から2017年度ま
での週案のコピーと2017年度の年間指導計画及び月
間指導計画のコピーの提供を依頼し，収集している。
　続いて，それらの資料を踏まえつつ，研修内容に
関するレジュメと教育課程書式と年間指導計画書式
と内容（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し
表の書式を用意する。レジュメには，カリキュラム・
マネジメントそのこととその可能性の大きさについ
て言及した上で，教育課程及び年間指導計画を編成・
作成するための四つの遂行事項と必要とされる作業
について記述する。教育課程書式と年間指導計画書
式を作成する際には，目標・ねらい・内容の連関性
がより明白になるように，記述項目はそのことに直
接関係する必要最小限にすることに加えて，他期間
の計画に記入されている項目については，最大限削
除する。その結果，月の内容は，月間指導計画に明
示されているので，表１のように，年間指導計画に
おいては，そのことを記述する欄は設けないことに
する。それと共に，期のねらいを示す欄も，５領域
を同様に重視した場合，設定が困難なので，表１の
ように削除する。内容（指導する事項）ごとの子ど
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計画書式と内容（指導する事項）ごとの子どもの発
達見通し表の書式を用意した。
　３）第１回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年１月16日の15時30分頃から約100分，Ｂ
幼稚園において，園長，副園長，教諭３人，合計５
人を対象に，資料を配付した上で，研修を実施した。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　配付レジュメには，Ａ幼稚園の場合と同様に，ま
ず，「１．カリキュラム・マネジメントの定義」と「２．
カリキュラム・マネジメントの３側面をより無理の
少ない形で導入していく手順に関する構想」という
項目を設け，同内容を説明している。
　「３．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための遂行事項」では，Ｂ幼稚園にお
いても，Ａ幼稚園の場合と同様に，すでに，本格的
なカリキュラム・マネジメントの成立を可能にする，
実効のある保育目標を明確化しているので，「国の
教育課程基準の実現と特色のあるカリキュラム創り
を可能にする，保育の目標・ねらい・内容の連関性
確保」から始めていくと説明している。その実現の
ために遂行する事項として，本稿の「Ⅱ．本アクショ
ン・リサーチの仮説と計画概要」で述べた①から④
を示している。なお，配付資料では，Ｂ幼稚園の部
分には正式名称をあげている。以下同様である。
　「４．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための作業」では，その①から④の具
体的な作業を示している。Ａ幼稚園の場合と同様に，
特に，①の「累積された短期指導計画と整合する年
間指導計画及び教育課程を作成・編成する」作業に
ついては，同園の保育の計画内容に基づいて，同園
の職員が取り組むことが望ましいと考えられたの
で，詳しく説明している。
　まず，「①の年間指導計画を作成する作業」として，
執筆者の考案した書式ファイル「平成30年度　Ｂ
幼稚園　○歳児年間指導計画」への入力手順を示し
ている。このファイルは，Ａ幼稚園の第１回研修時
に用いた物と同書式である。入力手順としては，表
１の「年間指導目標」の欄には，Ｂ園の「29年度
教育課程」の「学年の目標」を入力する。期のねら
いの欄には，「29年度教育課程」の期のねらいを入
力する。「月のねらい」の欄には，月間指導計画に
週のねらいのみが示され，月のねらいが示されてい
ないので，平成29年度の月間指導計画及び週案に
示されている，月ごとの週のねらい全体から予想さ
れるその月の各領域のねらいを入力する。この部分
が，根拠資料となる。
　続いて，「①の教育課程を編成する作業」と「②
の作業」と「③の作業」と「④の作業」として，Ａ
幼稚園の時と同様に，書式を示して説明すると共に，
「①の年間指導計画を作成する作業」の成果物や，週
案を初めとする具体的保育実践内容を示す資料を基
礎あるいは参考にして，作業を進めると述べている。
　４ ）第１回研修後の協議により決定された役割分
担について
　最初に，Ｂ幼稚園側が「①の年間指導計画を作成
する作業」を行ってみて，その成果物を執筆者に送
付することにした。その際，今後のことも考えて，
満３歳児クラスのものも作成することにした。成果
物は，２月末から３月中旬にかけて，順次送付する
ことにした。その内容を踏まえて，執筆者がその後
の作業について判断することにした。なお，実際に
は，執筆者が，それ以外の可能な資料作成と次回の
作業のための研修を行うことになった。
　５）第２回研修の資料作成
　第２回研修の資料として，レジュメを作成すると
共に，執筆者が作成，あるいは，手を加えて成立し
た教育課程，年間指導計画，内容（指導する事項）
ごとの子どもの発達見通し表を用意した。
　６）第２回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年４月２日の９時30分頃から約80分，Ｂ幼
稚園において，園長，副園長，教諭２人，合計４人
を対象に資料を配付して，研修を実施した。加えて，
新任教諭も，状況把握と今後のことを考えて，研修
に参加することになった。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　配付レジュメでは，Ａ幼稚園の場合と同様に，
「１．」で，本稿の「Ⅱ．本アクション・リサーチの
仮説と計画概要」で述べた①～④の遂行事項を再確
認した上で，「２．」で，Ｂ幼稚園側と執筆者側に分
けて，既に実施した作業について説明している。
　Ｂ幼稚園側の実施作業については，「①の年間指
導計画を作成する」として，第１回研修で説明した
具体的作業を実施したことを確認している。なお，
平成29年度の月ごとの週のねらい全体からその月
の５領域のねらいを予想し入力する作業において，
実践していない部分については，それ以前の年度の
月間指導計画及び週案に示されている週のねらいに
基づいて，入力していることも述べている。
　執筆者側の実施作業については，次のように説明
している。作業項目は，Ａ幼稚園の時と同じである。
　まず，「①の教育課程を編成する」として，Ｂ園
の「29年度教育課程」の「学年の目標」を，執筆者
の書式ファイル「平成30年度　Ｂ幼稚園　教育課程」
の対応する「○歳児クラスの指導目標」の欄に入力
幼稚園カリキュラム・マネジメントを実現できる教育課程及び年間指導計画を編成・作成するための研究者の協働手順の開発
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した（なお，この作業には，保育目標及び年間指導
目標の順番を５領域の内容との対応関係が分かりや
すくなるように入れ替えたり，複数の内容を含む保
育目標や年間指導目標は複数に分けたりすることも
含まれている）。このファイルは，Ａ幼稚園の第２
回研修時に用いた物と同様に，「３歳児クラスの指
導目標」欄の左側に，関連項目として，満３歳児で
途中入園する子どもたちに関する欄も設けていた。
　次に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・内
容の連関性を確保する（その１）」として幼稚園教
育要領における５領域の内容（指導する事項）とそ
の順序に整合するように，Ｂ幼稚園が作成した年間
指導計画の「月のねらい」を並び替える。その際，
入力内容が，複数のねらいを含んでいると考えられ
る場合は分けたり，文末に「～ようになる」という
表現がある場合は削除してより簡潔な文にしたり，
より分かりやすいと考えられる表現に変えたりし
た。また，空欄が多い年間指導計画については，週
のねらいの実際に対応していないのではないかと予
想して，執筆者が，週案や月間指導計画における週
のねらいを再確認しながら，ねらいを追記した（こ
の作業には，不必要と考えられる部分の削除も含ま
れている）。
　その際，「発達の姿」の欄と「期」及び「期のね
らい」の欄を削除した。前者を削除するのは，次の
理由からである。年間指導計画において，月のねら
いの連関性が分かりやすく，その全体と年間指導目
標との連関性も理解しやすいものに修正されている
場合，「発達の姿」は理解できるので，記述する必
要はなくなると考えられるからである。後者の欄を
削除するのは，次の理由からである。まず，期ごと
に，含まれる月のねらいを総合してその期のねらい
を明確化しようとしたが，成立する期のねらいと従
来の期のねらいとは，乖離していた。その原因とし
て，次のことが考えられた。一般に，期は，子ども
の生活の流れ，すなわち，子どもの園への適応や子
どもたちの人間関係の変化を基本に区切られる傾向
にある。その結果，人間関係領域のねらいが，他領
域のねらいよりも強く意識される，あるいは，他領
域のねらいが，人間関係領域のねらいほど意識され
ない危険性が生じる。つまり，期のねらいは，実際
に実現しようとしている週のねらいを基本に，それ
らを総合する形で明確化されない危険性が生じ，週
のねらいから乖離する傾向が生じると考えられた。
執筆者は，ねらいの連関性をより明白に示すことを
目指しているので，「期」及び「期のねらい」の欄
を削除することにした。なお，この欄の削除に関す
る記述は，レジュメ中には誤って，「②の年間指導
計画内の目標・ねらい・内容の連関性を確保する（そ
の２）」の所に挿入していたので，後日，Ｂ幼稚園
にはその旨をお伝えし，訂正した。
　さらに，「②の教育課程内の『保育目標』と『○
歳児クラスの指導目標』の連関性を確保する」とし
て，成立している年間指導計画に基づいて，執筆者
が作成した「平成30年度　Ｂ幼稚園　教育課程」
の保育目標の追加・修正と各保育目標ごとに対応す
る「○歳児クラスの指導目標」の追加・修正を行っ
た。その際，各保育目標は，５領域の内容（指導す
る事項）とその記述された順序に最大限整合するよ
うに並べると共に，「保育方針」として，2018年度
施行の幼稚園教育要領において，保育実践上重視さ
れていると考えられることを入力した。これにより，
教育課程編成を終了した。
　最後に，「②の年間指導計画内の目標・ねらい・
内容の連関性を確保する（その２）」として，成立
している年間指導計画内の年間指導目標欄の記述内
容を削除し，編成した「平成30年度　Ｂ幼稚園　
教育課程」の「○歳児クラスの指導目標」全体を対
応するクラスの年間指導目標欄に入力した。
　「３．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための残りの作業」では，Ａ幼稚園の
時と同内容を述べている。
　まず，現在成立している年間指導計画において，
「月のねらい」の連関性をさらに確保することにつ
いて説明している。
　それと共に，成立している年間指導計画や累積さ
れた週案を参考にしながら，「Ｂ幼稚園　各クラス
で目指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」に
必要な修正を加える。その書式は，Ａ幼稚園の第２
回研修時に用いた物と同様の書式である。配付資料
は，前述した，執筆者の考案した書式ファイルを特
定市内の保育所及び認定こども園用に作り直したも
のに，同市内の保育所及び認定こども園の施設長が
協力して入力したもののコピーを参考に，執筆者が
試みとして，３・４・５歳児クラスのねらいの欄と
「10の姿の内，主に考慮する姿」の欄に入力し作成
したものである。
　さらに，そうして成立した目指す主体的な子ども
の姿に関する表に基づいて，教育課程及び年間指導
計画に，実践可能な範囲で修正を加える。
　「４．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための残りの作業を遂行する上で必要
な研修」では，Ａ幼稚園の時と同様に，研修内容と
して，「各領域の内容（指導する事項）全体を把握
しておく」ことと，「ねらいについて理解を深める」
ことと，「残された作業の進め方」（前述の㋐㋑㋒の
横松　友義
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計画書式と内容（指導する事項）ごとの子どもの発
達見通し表の書式を用意した。
　３）第１回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年１月16日の15時30分頃から約100分，Ｂ
幼稚園において，園長，副園長，教諭３人，合計５
人を対象に，資料を配付した上で，研修を実施した。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　配付レジュメには，Ａ幼稚園の場合と同様に，ま
ず，「１．カリキュラム・マネジメントの定義」と「２．
カリキュラム・マネジメントの３側面をより無理の
少ない形で導入していく手順に関する構想」という
項目を設け，同内容を説明している。
　「３．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための遂行事項」では，Ｂ幼稚園にお
いても，Ａ幼稚園の場合と同様に，すでに，本格的
なカリキュラム・マネジメントの成立を可能にする，
実効のある保育目標を明確化しているので，「国の
教育課程基準の実現と特色のあるカリキュラム創り
を可能にする，保育の目標・ねらい・内容の連関性
確保」から始めていくと説明している。その実現の
ために遂行する事項として，本稿の「Ⅱ．本アクショ
ン・リサーチの仮説と計画概要」で述べた①から④
を示している。なお，配付資料では，Ｂ幼稚園の部
分には正式名称をあげている。以下同様である。
　「４．Ｂ幼稚園の教育課程及び年間指導計画を編
成・作成するための作業」では，その①から④の具
体的な作業を示している。Ａ幼稚園の場合と同様に，
特に，①の「累積された短期指導計画と整合する年
間指導計画及び教育課程を作成・編成する」作業に
ついては，同園の保育の計画内容に基づいて，同園
の職員が取り組むことが望ましいと考えられたの
で，詳しく説明している。
　まず，「①の年間指導計画を作成する作業」として，
執筆者の考案した書式ファイル「平成30年度　Ｂ
幼稚園　○歳児年間指導計画」への入力手順を示し
ている。このファイルは，Ａ幼稚園の第１回研修時
に用いた物と同書式である。入力手順としては，表
１の「年間指導目標」の欄には，Ｂ園の「29年度
教育課程」の「学年の目標」を入力する。期のねら
いの欄には，「29年度教育課程」の期のねらいを入
力する。「月のねらい」の欄には，月間指導計画に
週のねらいのみが示され，月のねらいが示されてい
ないので，平成29年度の月間指導計画及び週案に
示されている，月ごとの週のねらい全体から予想さ
れるその月の各領域のねらいを入力する。この部分
が，根拠資料となる。
　続いて，「①の教育課程を編成する作業」と「②
の作業」と「③の作業」と「④の作業」として，Ａ
幼稚園の時と同様に，書式を示して説明すると共に，
「①の年間指導計画を作成する作業」の成果物や，週
案を初めとする具体的保育実践内容を示す資料を基
礎あるいは参考にして，作業を進めると述べている。
　４ ）第１回研修後の協議により決定された役割分
担について
　最初に，Ｂ幼稚園側が「①の年間指導計画を作成
する作業」を行ってみて，その成果物を執筆者に送
付することにした。その際，今後のことも考えて，
満３歳児クラスのものも作成することにした。成果
物は，２月末から３月中旬にかけて，順次送付する
ことにした。その内容を踏まえて，執筆者がその後
の作業について判断することにした。なお，実際に
は，執筆者が，それ以外の可能な資料作成と次回の
作業のための研修を行うことになった。
　５）第２回研修の資料作成
　第２回研修の資料として，レジュメを作成すると
共に，執筆者が作成，あるいは，手を加えて成立し
た教育課程，年間指導計画，内容（指導する事項）
ごとの子どもの発達見通し表を用意した。
　６）第２回研修の実施
　⑴研修の日時及び場所と対象
　2018年４月２日の９時30分頃から約80分，Ｂ幼
稚園において，園長，副園長，教諭２人，合計４人
を対象に資料を配付して，研修を実施した。加えて，
新任教諭も，状況把握と今後のことを考えて，研修
に参加することになった。
　⑵配付レジュメの概要と説明
　配付レジュメでは，Ａ幼稚園の場合と同様に，
「１．」で，本稿の「Ⅱ．本アクション・リサーチの
仮説と計画概要」で述べた①～④の遂行事項を再確
認した上で，「２．」で，Ｂ幼稚園側と執筆者側に分
けて，既に実施した作業について説明している。
　Ｂ幼稚園側の実施作業については，「①の年間指
導計画を作成する」として，第１回研修で説明した
具体的作業を実施したことを確認している。なお，
平成29年度の月ごとの週のねらい全体からその月
の５領域のねらいを予想し入力する作業において，
実践していない部分については，それ以前の年度の
月間指導計画及び週案に示されている週のねらいに
基づいて，入力していることも述べている。
　執筆者側の実施作業については，次のように説明
している。作業項目は，Ａ幼稚園の時と同じである。
　まず，「①の教育課程を編成する」として，Ｂ園
の「29年度教育課程」の「学年の目標」を，執筆者
の書式ファイル「平成30年度　Ｂ幼稚園　教育課程」
の対応する「○歳児クラスの指導目標」の欄に入力
横松　友義
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内容）を示している。
　７ ）第２回研修後の協議により決定された役割分担
　残りの作業は，Ｂ幼稚園が行わないと遂行されな
いと考えられる。しかし，４月９日より新学期が始
まるので，無理のない範囲で行ってみて，４月５日
には終了することにした。その上で，修正案があれ
ば，執筆者にＦＡＸで送信することにした。
　８）最終的な成果
　㋐の作業は，可能な範囲で実施した。具体的には，
３歳児クラスの年間指導計画の範囲で遂行した。た
だし，この３歳児クラスの年間指導計画と教育課程
については，より限定的な記述に修正したり，記入
内容の誤りを訂正したりする作業は，行っている。
Ｂ幼稚園と執筆者による内容の最終確定は，４月６
日である。
　㋑と㋒の作業は，実施できなかった。その理由は，
一つには，作業時間の確保が困難であったからであ
り，今一つには，これらの作業を遂行するためには，
園の累積資料に，幼稚園教育要領に示されている内
容すべてにかかわるものが含まれていることが不可
欠になるが，その条件が備わっていないからである。
　３．研究者の協働手順の整理
　本格的なカリキュラム･マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，本稿の「Ⅱ．
本アクション・リサーチの仮説と計画概要」で述べ
た①～④の事項を遂行する必要があると考えられ
る。この四つの事項を遂行するために，Ｂ幼稚園で
のアクション・リサーチにおいて実施した研究者の
協働手順を整理すると，次のようになるといえる。
　最初に，具体的な研修内容や支援内容を決定する
ための資料として，また，Ｂ幼稚園の教育課程及び
年間指導計画の編成・作成過程で執筆者が加筆修正
する際の根拠資料として，2015年度から2017年度
までの週案のコピーと2017年度の教育課程及び長
期指導計画の提供を依頼し，収集している。
　続いて，それらの資料を踏まえて，研修内容に関
するレジュメと教育課程書式と年間指導計画書式と
内容（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し表
の書式を用意する。それらは，Ａ幼稚園の時と同様
の考え方で作成した同様のものである。
　第１回の研修で，レジュメに沿って必要とされる
作業を説明した後，Ｂ幼稚園が，執筆者の考案した
年間指導計画書式の年間指導目標の欄に，自園の教
育に関する諸計画に記述している同内容を入力する
と共に，月のねらいの欄には，月ごとの週のねらい
全体から予想される５領域の月のねらいについて考
察し入力する。この週のねらいに基づいて入力され
る月のねらいの部分が，根拠資料となる。Ｂ幼稚園
の作成した年間指導計画を基礎にして，研究者は，
Ｂ幼稚園以外で遂行できると考えられる作業を遂行
する。教育課程及び年間指導計画を編成・作成する
際には，保育目標と年間指導目標と月のねらいを幼
稚園教育要領に示されている内容（指導する事項）
の順に最大限整合するようにすることと，一文で複
数の内容が含まれる場合には分けることと，根拠資
料の部分に整合するように他の部分を削除したり修
正したりすることと，月のねらいについては発達の
流れがより分かりやすくなるようにすることと，月
のねらい全体と実効のある保育目標の両方に整合す
るよう年間指導目標を定めることが，肝要になる。
　第２回の研修では，教育課程及び年間指導計画を
編成・作成するための四つの遂行事項とこれまでの
成果物を確認し，残り作業について述べた上で，そ
れらを遂行するための研修内容を示す。その研修内
容は，Ａ幼稚園の時と同じである。そうして，Ｂ幼
稚園に実際の作業を依頼する。その際，内容（指導
する事項）ごとの子どもの発達見通し表については，
執筆者の収集した同種の資料を参考資料として，試
みとして作成した物を提供した。その結果，目標・
ねらいの連関性の確保されたＢ幼稚園独自の教育課
程及び年間指導計画が可能な範囲で作成することが
できる。
　以上の成果から，その後，作業時間が確保できる
と共に，園の不足している保育内容に関する資料が
収集できた段階で，残りの作業をすべて遂行できる
見通しをもつことができた。
Ⅴ ．研究者の協働手順の定式化と本研究の限定性及
び今後の課題についての考察
　本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，次の①～④
の事項を遂行する必要があると考えられる。
　① 　累積された短期指導計画と整合する年間指導
計画及び教育課程を作成・編成する。
　② 　①で成立した教育課程及び年間指導計画につ
いて，目標・ねらい・内容の連関性が明白にな
るように，それらの追加・削除・並べ替え等を
行う。
　③ 　幼稚園教育要領に示されているねらいを踏ま
えつつ，同要領に示されているそれぞれの内容
の指導を進めていくことにより，内容ごとに，
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園の保育に関する累積資料を参考資料として，
各学年でどのような主体的な子どもの姿に育て
ることができるのかについての見通しを示す表
を作成する。その際には，表に示されている主
体的な子どもの姿全体により，修了時に，同要
領に示される「幼児期の終わりまでに育ってほ
しい姿」が実現していく見通しを示すことを目
指す。
　④ 　②で成立した教育課程及び年間指導計画を，
③で作成した，目指す主体的な子どもの姿に関
する表に基づき，園長等と協議しながら，修正
していく。ただし，この表中の主体的な子ども
の姿は，到達目標ではない。環境を通しての教
育が実践可能な範囲で，この表中の主体的な子
どもの姿がより現れてくるように，成立した教
育課程及び年間指導計画を修正する。
　この四つの事項を遂行するための研究者の協働手
順は，次のように定式化できるといえる。
　最初に，具体的な研修内容や支援内容を決定する
ための資料として，また，対象幼稚園の教育課程及
び年間指導計画の編成・作成過程で執筆者が加筆修
正する際の根拠資料として，一昨年度から今年度ま
での週案のコピーと今年度の教育課程及び長期指導
計画のコピーの提供を依頼し，収集する。
　続いて，教育課程書式と年間指導計画書式と内容
（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し表の書
式を用意すると共に，収集資料の内容を踏まえて，
研修内容に関するレジュメを用意する。書式につい
ては，表１，表２，表３を用いる。
　第１回の研修のレジュメには，カリキュラム・マ
ネジメントそのこととその可能性の大きさについて
言及した上で，教育課程及び年間指導計画を編成・
作成するための四つの遂行事項と必要とされる作業
について記述する。研修時には，レジュメに沿って
必要とされる作業を説明した後，対象幼稚園が，執
筆者の考案した年間指導計画書式の年間指導目標及
び月のねらいの欄に，自園の教育に関する諸計画に
記述している同内容を入力すると共に，月ごとの週
のねらい全体から予想される５領域の月のねらいも
考察し入力する。この週のねらいに基づいて入力さ
れる月のねらいの部分が，根拠資料となる。その上
で，成果物を研究者に送付する。
　研究者は，対象幼稚園の作成した年間指導計画と
収集資料を基礎にして，教育課程と年間指導計画に
加筆修正を行う。その際には，保育目標と年間指導
目標と月のねらいを幼稚園教育要領に示されている
内容（指導する事項）の順に最大限整合するように
並べることと，保育目標あるいは年間指導目標ある
いは月のねらいに，複数の内容が含まれる場合には
分けることと，根拠資料の部分に整合するように他
の部分を削除したり修正したりすることと，月のね
らいについては発達の流れがより分かりやすくなる
ようにすることと，月のねらい全体と実効のある保
育目標の両方に整合するように年間指導目標を定め
ることに留意する。また，内容（指導する事項）ご
との子どもの発達見通し表を作成する際には，対象
幼稚園のこれまので作成物や執筆者の収集している
同種の資料を活用し，それらを参考にして叩き台と
なるものを作成したり，参考資料にしたりする。
　第２回の研修では，教育課程及び年間指導計画を
編成・作成するための四つの遂行事項とこれまでの
成果物を確認し，残り作業について述べた上で，そ
れらを遂行するための研修内容を示す。その研修内
容には，次のことを含む。まず，職員は，各領域の
内容（指導する事項）全体を把握する必要があり，
その仕方があること。次に，ねらいとは，内容（指
導する事項）を通して，新たに生じてくる子どもの
主体的な姿ととらえることができ，内容（指導する
事項）ごとに，各年齢クラスのねらいを明確化すれ
ば，それらは，子どもの発達の見通しを示すものと
なり，さらには，５歳児クラスのねらい全体で，「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿」に子どもたち
が近づいていくことが望まれること。さらに，残り
作業の具体的進め方。その残り作業とは，一つは，「月
のねらい」を中心に，教育課程及び年間指導計画の
目標・ねらいの連関性をさらに確保することである。
今一つは，執筆者の試作した対象幼稚園用の「○○
幼稚園　各クラスで目指してほしい諸ねらい　領域
◯数【領域名】」に必要な修正を加えることである。
さらに，今一つは，修正された「○○幼稚園　各ク
ラスで目指してほしい諸ねらい　領域◯数【領域名】」
に基づいて，できあがっている教育課程及び年間指
導計画を実践可能な範囲で修正することである。そ
の上で，対象幼稚園に実際の作業を依頼する。ただ
し，幼稚園現場での実用性を重視して，無理のない
範囲で作業を行うことと，実用的でないものは作成
しないことに留意する。
　以上の成果として，目標・ねらいの連関性の確保
された対象幼稚園独自の教育課程及び年間指導計画
が可能な範囲で成立したり，５領域の内容（指導す
る事項）の中で同園に不足している保育内容も追加
できたりすることが予想される。その後，作業を遂
行する時間が確保されると共に，園の不足している
保育内容に関する資料が収集できた段階で，内容（指
導する事項）ごとの子どもの発達見通し表が作成可
能になり，その表に基づいて，目標・ねらいの連関
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内容）を示している。
７）第２回研修後の協議により決定された役割分担
残りの作業は，Ｂ幼稚園が行わないと遂行されな
いと考えられる。しかし，４月９日より新学期が始
まるので，無理のない範囲で行ってみて，４月５日
には終了することにした。その上で，修正案があれ
ば，執筆者にＦＡＸで送信することにした。
８）最終的な成果
㋐の作業は，可能な範囲で実施した。具体的には，
３歳児クラスの年間指導計画の範囲で遂行した。た
だし，この３歳児クラスの年間指導計画と教育課程
については，より限定的な記述に修正したり，記入
内容の誤りを訂正したりする作業は，行っている。
Ｂ幼稚園と執筆者による内容の最終確定は，４月６
日である。
㋑と㋒の作業は，実施できなかった。その理由は，
一つには，作業時間の確保が困難であったからであ
り，今一つには，これらの作業を遂行するためには，
園の累積資料に，幼稚園教育要領に示されている内
容すべてにかかわるものが含まれていることが不可
欠になるが，その条件が備わっていないからである。
３．研究者の協働手順の整理
本格的なカリキュラム･マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，本稿の「Ⅱ．
本アクション・リサーチの仮説と計画概要」で述べ
た①～④の事項を遂行する必要があると考えられ
る。この四つの事項を遂行するために，Ｂ幼稚園で
のアクション・リサーチにおいて実施した研究者の
協働手順を整理すると，次のようになるといえる。
最初に，具体的な研修内容や支援内容を決定する
ための資料として，また，Ｂ幼稚園の教育課程及び
年間指導計画の編成・作成過程で執筆者が加筆修正
する際の根拠資料として，2015年度から2017年度
までの週案のコピーと2017年度の教育課程及び長
期指導計画の提供を依頼し，収集している。
続いて，それらの資料を踏まえて，研修内容に関
するレジュメと教育課程書式と年間指導計画書式と
内容（指導する事項）ごとの子どもの発達見通し表
の書式を用意する。それらは，Ａ幼稚園の時と同様
の考え方で作成した同様のものである。
第１回の研修で，レジュメに沿って必要とされる
作業を説明した後，Ｂ幼稚園が，執筆者の考案した
年間指導計画書式の年間指導目標の欄に，自園の教
育に関する諸計画に記述している同内容を入力する
と共に，月のねらいの欄には，月ごとの週のねらい
全体から予想される５領域の月のねらいについて考
察し入力する。この週のねらいに基づいて入力され
る月のねらいの部分が，根拠資料となる。Ｂ幼稚園
の作成した年間指導計画を基礎にして，研究者は，
Ｂ幼稚園以外で遂行できると考えられる作業を遂行
する。教育課程及び年間指導計画を編成・作成する
際には，保育目標と年間指導目標と月のねらいを幼
稚園教育要領に示されている内容（指導する事項）
の順に最大限整合するようにすることと，一文で複
数の内容が含まれる場合には分けることと，根拠資
料の部分に整合するように他の部分を削除したり修
正したりすることと，月のねらいについては発達の
流れがより分かりやすくなるようにすることと，月
のねらい全体と実効のある保育目標の両方に整合す
るよう年間指導目標を定めることが，肝要になる。
第２回の研修では，教育課程及び年間指導計画を
編成・作成するための四つの遂行事項とこれまでの
成果物を確認し，残り作業について述べた上で，そ
れらを遂行するための研修内容を示す。その研修内
容は，Ａ幼稚園の時と同じである。そうして，Ｂ幼
稚園に実際の作業を依頼する。その際，内容（指導
する事項）ごとの子どもの発達見通し表については，
執筆者の収集した同種の資料を参考資料として，試
みとして作成した物を提供した。その結果，目標・
ねらいの連関性の確保されたＢ幼稚園独自の教育課
程及び年間指導計画が可能な範囲で作成することが
できる。
以上の成果から，その後，作業時間が確保できる
と共に，園の不足している保育内容に関する資料が
収集できた段階で，残りの作業をすべて遂行できる
見通しをもつことができた。
Ⅴ．研究者の協働手順の定式化と本研究の限定性及
び今後の課題についての考察
本格的なカリキュラム・マネジメントを実現でき
る教育課程及び年間指導計画を編成・作成するため
には，明確化されている実効のある保育目標を前提
に，園の職員と執筆者との協働により，次の①～④
の事項を遂行する必要があると考えられる。
① 累積された短期指導計画と整合する年間指導
計画及び教育課程を作成・編成する。
② ①で成立した教育課程及び年間指導計画につ
いて，目標・ねらい・内容の連関性が明白にな
るように，それらの追加・削除・並べ替え等を
行う。
③ 幼稚園教育要領に示されているねらいを踏ま
えつつ，同要領に示されているそれぞれの内容
の指導を進めていくことにより，内容ごとに，
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性の確保された対象幼稚園独自の教育課程及び年間
指導計画を修正することが可能になる。つまり，残
りの作業をすべて遂行できる見通しをもつことがで
きる。
　続いて，本研究の限定性について考察する。
　まず，対象幼稚園は，実効のある保育目標をすで
に明確化している。実効のある保育目標を明確化し
ていない幼稚園には，本アクション・リサーチの成
果は活用できないということである。
　次に，対象幼稚園は，私立である。一般に，私立
幼稚園は，設立の精神をもっていると共に，一般の
公立幼稚園のように，定期的に人事異動があること
が決まっているわけでもない。本アクション・リサー
チでは，実効のある保育目標を明確化した後に，教
育課程及び年間指導計画を編成・作成しているが，
定期的に人事異動が行われる公立幼稚園の場合，保
育目標が変更される可能性もある。
　さらに，今後の課題について考察する。
　まず，一般の公立幼稚園においても活用できるよ
うにするためには，本アクション・リサーチの成果を
活かしつつ，実効のある保育目標の明確化と教育課
程及び年間指導計画の編成・作成を並行して行うこ
とのできる手順を開発する必要があると考えられる。
　次に，期のねらいの設定の仕方について，検討す
る必要があると考えられる。すなわち，一般に，幼
児の生活の節目と節目の間が，一つの期ととらえら
れており，この期は，園への適応及び人間関係の発
展という人間関係領域の視点を基本にして，とらえ
られる傾向にある。したがって，その他の領域への
意識が不十分になる危険性があり，期のねらいと同
期の週のねらい全体との対応関係，つまり，両者の
連関性が見いだせなくなる危険性がある。しかし，
幼児の生活や遊びを基本に保育を展開する場合，期
指導計画は，理解しやすく，実践を生み出しやすい
と考えられる。つまり，期のねらいを設定する際に
は，期のとらえ方が原因で，期のねらいと週のねら
い全体の連関性が見えにくくなる危険性があること
を理解した上で，意識されていない領域のねらいも
加えていくことが必要になると考えられる。この点
についての研究は，今後の課題になると考えられる。
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